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欧州における経営教育と権威主義
冨山忠
I 経営教育の発展過程
欧州において formaltょ経営教育が生成したのほ，第二次大戦以後のこと
(l) 
といわれている。すなわち欧州経営教育センター協会 (EuropeanAssociation 
of Management Trainning Centres) 所属の経営学校 (Managementschools) 
のうち， 20校ほ1961年に， 18校は1950年以後のものであって，戦前のものは
1校のみであった。また欧州生産性本部 (EuropeanProductivity Agency,以
下 EPAと略する。） 発行の教科課程要覧によると，経営学関係の教科目で，
1937年以前に設定されたものは 6科目， 1947年以後のものは 108科目であっ
て， 1950~59年間の各年度に設定された科目数は，次表のとおりである。
1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 
5 5 5 7 9 18 18 Il 15 5 
上記の数字が示すように，経営学を教科課程にとり入れた教育機関や経営
に関する教科が増大したのほ戦後であることが実証されているのである。
経営教育発展の要因 欧州における経営教育が注目に価する規模で実施さ
れるようになった直接的かつ強力な動因は何か。もちろん諸種な要因に関係
づけられるが，戦後の経済復興に関連させることが最も現実的であり，また
相応しいとおもう。
すなわち戦争で荒廃した全産業を再建し，軍事産業を平和産業に切り換え
ることが， tょによりも焦眉の急であって，各国は競ってその復興に尽力した。
そのために米国の援助も求められ，周知のマーシャル・プラン (Marshall
(1) T. M. Mosson, Management Education in Five European Countries, 1965, 
p. 1. 
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Plan)によって欧州の経済発展の枠組がつくられたのも， その頃である。そ
して米国の経営モデルが提供され，米国の技術専門家の指導のための来欧，
欧州の専門家の研究視察のための訪米が頻発した。従ってその間に米国の経
営思想や技法が導入されたのは避けられないことであったという。
1957~59年の 3カ年間に， EPAが米国における訓練コースに出席のため
(2) 
派遣した経営学担当の教師の数は次の通りである。
Austria 3 Belgium 8 
Denmark 4 France 14 
Germany 13 Greece 4 
Ireland 1 Italy 12 
Netherlands 1 Norway 16 
Portugal 1 Sweden 11 
Switzerland 2 Turkey 5 
United Kingdom 22 Yugoslavia 3 
120 
経営教育の史的発展しこのマーシャル・プランと，それから派生した
「外国援助計画」 (foreignaid programmes) とに密接な関係がある。その間
の史的過程は興味のある話題であるが，•ここでは省略して，マーシャル・プ
ランによって設定されたEPAと経営教育との関係を視点として要約的に述
べることにしよう。
(1) EPAの貢献 EPAが経営教育の発達に貢献したことは諸種の史実
によって明らかである。例えば，企業経営の問題意識を喚起し，欧州各国で
ゼミナールや訓練コースの開催，経営教育の研究助成を意図する恒久的セン
ターの設置および育成・センター相互間の，あるいは米国大学との連絡・セ
ンターの維持発展等に助力した。また経営者捉成の原理や方法，ならびに経
営教育の発達に向って研究助成をなし，教師や助手の研究にも援助するなど
(3) 
諸方面で貢献したのである。
もともと EPAの主要目的は，その名の示す如<,生産性の増進であって，
(2) 前掲書 pp. 14-5. 
(3) 前掲書 p. 14. 
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そのために技術への関心を促進し，その方面に援助することであった。従っ
て企業経営の生産性を高めるための実践的技術，例えば統計的品質管理・原
価計算・予算統制•生産の計画と管理・マーケティング・業務組織·人事な
らびに事務管理を重点的に取り上げて，当面の研究とその教育に精力を集中
(4) 
したのである。
上記のようにEPAは経営教育の発展に多大の貢献をしたが， EPAの援
助だけが，経営教育発展の唯一の貢献者ではなかったのである。次に欧州の
社会的経済的成長や技術革新との関係に触れていこう。
(2)• 経済成長と技術革新 欧州においては，産業の進歩・企業組織の巨大
化および複雑化・技術革新のスビード化によって在来の世襲的経営者のほか
に経営専門の職業的経営者 (professionalcareer-manager)が誕生した。
およそ『科学が産業界に浸透し，それを取り入れた進歩的産業は，資本主
義体制下であれ，社会主義もしくは共産主義体制下であれ，専門的職業的訓
練を受けた経営のエリーートを要求する。』『そのエリートの資格を得る）レート
は，門閥や政治的縁故関係ではなく；経営に関する専門教育と経験の習得が
重要である。』 そして，そのことの認識が一般的に普及すれば経営教育の発
(5) 
達を促進すると Mosson教授はいう。
他方，『学問の世界では，科学の進化によって経験の神秘性が次第に取りの
ぞかれ，経営は，それが遂行される周辺の環境から分離されて知的研究対象
となる可能性を一般に認められてきた。』 つまり特定の具体的経営現象が一9
般化・抽象化されて科学の研究対象に形成されていったのである。もちろん
経営学教室だけで優秀な経営者を産出することはできないが，経営が知識と
技術とに依存するという見解が次第に定着していったのは経営教育にとって
実に好条件であったといえよう。ことに戦争中米国が示した産業の巨大な生
産力•財務統制の優秀性・組織的体系的情報をもつマーケティングに固有な
能力は，欧州の経営者をして，まざまざと彼我の優劣を自覚させた。そこで
『米国に発達した経営管理上のアイディア例えばオペレーション・リサーチ
(4) 前掲書 pp. 15-6. 
(5) 前掲書 p. 17. 
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の如き新しい技法や，優秀な人間関係の如き新しいアイディアに注目しはじ
(6) 
め，向後の経営の技法に有効な示唆を受けたのである。また米国の知識・技
法を経営学の教科内容に取り入れたことは，欧州の経営教育の充実を図る上
に少なからぬプラスになったのである。
さらに経営の専門的技術的知識や手法は，それを所持する具体的人間像と
して経営コンサルタントを求め，彼の実践の中にその技法の具体性を見出せ
ると考えた。そのために経営コンサルタントの需要が増大し，またコンサル
タント業務を提供する会社や個人が続生していったのである。そのように，
「経営と所有の分離」と「経営の専門的職業人の出現」とが相関連して経営
教育の発達を促進したことは注目に価するであろう。
(3) 思想的風土経営教育の成長発展に力を与えた，いま一つのものは思
想的風土 (climateof opinion) であった。それを端的にいえば，「新しい社会
的責任意識の自覚」と「経営態度の変化」であった。 『それは部分的には，
家族的資本主義 (familycapitalism)から公共的会社 (publiccorporation)へ
の移行と関係がある。』 が『根本的には，欧州社会に普遍化してきた，社会
的機能に関する道義的見解の変化に帰因する。』 と Mosson教授はいう。
この風潮は，その具体的形態を国家社会の場では，英国の福祉国家 (Wei-
fare State)あるいは仏・伊国の社会保障条例 (SocialSecurity Provision) の
中に実現させたが，企業においては，社会に対する経営者の態度や従業員に
対する福祉に関する関心や責任感に表現された。しかしその関心や責任感の
表出の中には外部の強要に対する反応や単なる PR政策の一部であったもの
(7) 
もないではなかった。』 という。
しかし産業社会における，この新しい傾向は，総じて企業の社会道徳的意
識の変化に基づくのであって，根源的には産業構造の変化や経営管理のあり
方の変容に帰因するといえなくはない。
要するに欧州社会における，この社会的・経済的な加速度的変化が一般に
意識されるに従って，単なる世襲的縁故的経営者をもってしては，経営の維
(6) 前掲書 p.18. 
(7) 前掲書 pp.18-9. 
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持発展が期待できなくなり，特殊な知識・技能の必要性が自覚されてきた。
そこに高度の経営教育が要求され，それを充足する教育の内容や方法が検討
されてきたのである。
I 経営教育の目的観と権威主義
目的観の不定着 既述のように，欧州における経営教育は第二次大戦以降
に漸進的に形態を整えてきたが，その教育目的については，依然として確立
(8) 
したものがなかったという。
経営教育の目的や使命について確定的見解が定着しないのは，単に大学そ
の他の教育機関の間だけでなく，教育者と学卒者の受けいれ側（業者側）と
の間でも同様であった。
そのように経営教育の目的について，統一的定見がないということは，他
面からいえば，経営教育の能力について一般承認の見解が確定していないこ
とを意味する。この間の消息を Mosson教授は次の諸問題に対する解答の中
に看取しようと試みた。
1. 社会的組織体（企業その他の経営主体一一一筆者注）に対して，経営学
部は，どの面で，どの方法で適応していくべきか。
2. 経営学部は，実業界の要求を，どの程度に達成しなければならないか。
3. 経営学部は，社会の一局面 (oneaspect of society) に関する精密な研
究を，どの程度に育成すべきか。
4. 経営教育は，エリートの養成に関係しなければならないか。
要するに上記の諸問題は，経営教育を社会的機能の視点で把える場合に，
惹起される問題であるが，この観点から目的観への接近を試みようとするの
が Mosson教授の構想のようにおもう。
しかし結果的には，上記問題に対する回答の中で，一般的承認をうるほど
(9) 
の決定的・包括的目的観は見出せなかったという。そこで思考される教育問
題は，（1）目的観不統一の根本理由はなにか。 (2)統一的目的観の成立は可能か，
(8) 前掲書 p. 1. 
(9) 前掲書 p.,9. 
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必要か。 (3)目的観設定の教育的意義はなにかの問題である。これらの問題ほ
教育上重要視される古くして新しい課題であるが，複雑多岐な論議を要する
ので，ここでは省略して，その詳論は拙著「商業教育要論」（第二章商業教育
(10) 
の目的）に譲ることにする。
目的観の接近法 上記のように経営教育の目的観の確立は期待できなかっ
たが，目的観の接近法については Mosson教授の詳述があるので，それを中
心として，本論を進めていこう。
Mosson教授の接近法は， （1）欧州各国で実施している経営教育の実態を調
査し，そこに見出される類似と差異から手がかりを得ること，（2）経営教育の
欧州各国における発展過程および(3)各国の経営教育の特殊形態を発生せしめ
た諸事情と，その影響の態様を追求することであった。
およそ教育の目的が不統一であり，あるいは自覚的に捉えられていない場
合．またたとい自覚せられていたとしても明確に叙述せられていない場合に，
諸国の教育実態の中に，その目的意識を発見し，それを比較研究するという
方式がある。この手法は，たしかに手堅い接近法であって Mosson教授の採
用した接近法も，この種のものとみて差支えなかろう。このような見解は，
ヘルバルトの『教育は所与としての事実であって，観念的構成をもってして
は欠陥なしには到達しえないものである。』 という見解や『規範学としての
教育学をしりぞけて，所与（事実）の中に本質論を取り上げたo』 クリーク
の見解にもうかがわれるのである。その正当性は問題だが。
さて Mosson教授は，経営教育の実態調査のために，自ら欧州各国を訪問
し，経営教育の実情を，つぶさに見聞し調査した。その間に，経営学担当の
教官や履修学生，あるいは学校当局とも面談の機会をもち，教育の実情を把
握した。また経営教育に関する諸種の資料も入手した。それらの諸資料を集
大成して，その著書 (ManagementEducation in Five European Countries) 
(11) 
ができ上ったという。
Mosson教授の目的観への第二の接近法は， 教育の一般的機能を措定し，
(10) 冨山忠三著「商業教育要論」 (I) pp. 39~42. 
(11) 前掲 Mosson著 p. 2. 
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それから演えき的に経営教育の目的観を追求することであった。教育の一般
的機能は，（1）累積した知識や技術（文化財一筆者注）を学習者に伝達するこ
と，（2）学習者を高度に訓練して，分析・総合の手法を精密化させ，継続的創
造的批判力を強化することの，いずれかないしその双方であるという。
上記の教育機能の中で，とくに第二の機能は，認識形成の過程において，
極めて重要な意義をもつのである。学校教育において，情報知（文化財）の
豊富性の貴重価値は認められるが，その情報知の整理統合をなし，検証を行
なうことほ，より重要であって，さもなければ，せっかくの文化財も充分に
生かされないのである。ましてや学問の創造的発展には，情報の本質の分析
•総合が活澄化し論理を組織する能力が不可欠なのである。その点で経験主
(12) 
義教育の本家である米国では，この方面の教育が熱心に主張されているが，
教科中心主義の本家とみなされる欧州の大学教育にも，この種の訓練の必要
性が主張されるということは，注目に価するであろう。
なお，この教育機能は，経済社会の進展に伴い，ますます重要度を加えて
きて．「もし従来のように文化財維持に終始して，創造への認識形成過程が充
分に展開されなければ，教育本来の使命を達成するに不足な時代になった。』
とMosson教授はいう。この教授段階説についてほ，後章 (II教授方法論）
で再び触れる予定である。
経営教育の目標と権威主義教育観 Mosson教授は， 上述の教育の一般的
機能から，経営教育の具体的目標を，（1)『最も進歩的会社の優秀な経営慣行
(management practices)を摘取して，現在の経営管理の技術水準を高めるよ
うに，その技法に関する知識を普及すること，（2)『経営社会を正しい方向に
導きうる新しい世代の専門的職業的経営者 (professionalmanager)を養成す
ることである。』 という。そして，この目標の達成に適合する教授過程は必
然的に技術教育の拡大強化を招来するものとなり，また実際にその傾向が発
生したのであった。それは『大学は現代社会の要求を見究めよ。』 という社
会の要請にもこたえるものと考えられたのである。
(12) 拙稿「会計教育の諸問題とその展開」関西大学商学論集第10巻 3 • 4 • 5合併
号 p.248.「ハワードの教授過程論」同論集第12巻 2号 pp.3~6. 
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しかし技術尊重の教育が，すべての大学に全面的に是認されたのでは決し
てない。また欧州の大学に深く根を張っている伝統的権威主義教育観を捨て
たのでもない。そこで『経営技法が．大学程度の知的内容の上に築かれない
(13) 
限り，それを教科課程に取り入れることに余り関心を示さなかった。』 大学
も少なくなかったのである。
欧州における権威主議教育観の性格 欧州における伝統的権威主義の教育
観では，『大学は教育制度の中で最上級の教育を形成するものであり，限られ
た少数のエリートに教養（一般）教育を授ける学校であって，職業的技術教
育の場ではない。』 と考える。従って権威主義を固執する大学では，経営の
技術教育を拒否する大学もあった。その種の大学では，『経営教育そのものま
で過小評価し，結果的には，経営教育の威信を，さらに低下させるという悪
循環を招来した。』 と Mosson教授はいう。
そのように教育過程に甚大な影響を与える権威主義教育思想とは一体どの
ような性質のものか究明する必要がある。とくにわが国の大学のように欧州
の教科中心主義が浸潤している教育事情のところに，戦後，米国の教育思想
や制度が移入された場合に，両者の間に違和や不始末が生ずるのは怪しむに
たりない。戦後20年間に解決できた問題もあるが，なお依然として不調和に
よる間隙が残存し，そこから諸種の混乱が惹起する事例も少なくないのであ
る。そこで両者の統合的整斉が課題とならざるをえないとおもう。
元来，「権威」 (au出ority)とは，権力や威信と同様に，支配者と服従者との
関係にみられるように関係概念であって，一種の社会的力をもつものである。
ただ権威は知識技能の卓越性という客観的性質を基礎として形成され，その
承服者ないし追随者の欲求充足に働くものであるのに対し，権力は相手の欲
求や意図に必ずしも留意せず，むしろ阻害的に自己主張や権力本能を行使す
る。その点で両者は区別される。また権威は，人々の知的な分析・批判・評
価の対象とされうる性質あるいは水準のものであるが，威信 (prestige)は，
知的接近を阻止するので，その点でも両者の異質性が認められる。
(13) 前損 Mosson著 p.3. 
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権威による指導に人々が承服ないし追随するのほ，被指導者が自己の判断
や能力に依るよりも権威に依存する方が，より能率的効果的に欲求充足が可
能であると信ずるからである。そこで権威関係は，すべての社会の人間関係
を構成する一方式であって，社会的人間関係を主成分とする教育には，この
権威関係が随伴するのは免れないことなのである。
学校教育は，指導者（教師）と学習者との文化共同体において，教師が権
威者として指導し，生徒がその承服者ないし追随者となるという権威関係に
よって成立する。その意味で，権威は教育の不可欠的条件ともいえる。
次に，教育の本命は，教育価値の追求であるが，その追求に当って学習者
の発展過程には一般承認の原理や法則によることが合理的であり能率的でも
ある。その場合， tこ学習者の認識的形成能力が未熟であると，権威者たる教
(14) 
師の指導が必要となる。その意味では，権威は教育上の要請ともなる。
さらに教育の社会的文化機能からいえば，権威は自らを人々に認めさすこ
とによって，文化財の蓄積を可能にし，それによって原初的な試行錯誤を縮
減して文化の向上・社会秩序の維持に貢献する。権威の破壊は社会の文化的
(15) 
秩序を乱し，ひいては社会の存立を危くするおそれさえある。
上述のように，権威は教育の条件であり，要請であって，また社会的機能
として，重要な役割を果すものであるが，その反面に，それ自身の本質と限
度を逸脱すると，いわゆる権威主義 (authoritarianism) の悪弊が露出する。
すなわち学習者の個性・興味•関心を疎外して，ひたすら権威（教権）の名
の下に，画ー的教育・圧制的訓育や処罰を断行する。また権威の社会的文化
的機能を逆用して，被教育者の精神的緊縛や不安を誘発し，孤立感・疎外感
ひいては無力感におとしいれる。もしその間の空虚に乗じて，いま一つの画
ー的権威が扇動すると大衆はわけもなく，それに追随し，自主性を喪失して
社会の文化的秩序をも乱すようになる。まことに『権威主義ほ，力にたいす
る追従・服従（マゾヒズム）と，その反対の残虐趣味・弱者いぢめ（サディ
ズム）との奇妙な複合であって専制的指導様式は，この奇妙な複合を権力と
(14) 篠原助市著「改訂理論的教育学」昭和42年2月再版 pp.430-31参照
(15) 日本教育社会学会編「教育社会学辞典」 p.333参照
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(16)、
権威のヒエラルヒー（身分階層制一筆者注）に系列化するものである。』
技術教育をめぐる諸他の問題 Mosson教授は『医学や工学の分野のよう
に，経営教育に技術的文化財を取り入れる義務があるか否かは慎重に検討す
べき問題である。』 といい，『もし大学でそれを拒否するならどうなるか，ぉ
そらく伊・英・西国の事例が示すように大学以外の教育機関で，それを実施
するようになろう。また，それでは商業教育機関とくに批判的であるべき大
学においては，商業教育の阻害を意味する。』 ともいう。
上記の場合とは反対に，、大学で経営の技術教育を実施する場合にはどうな
るか。権威主義と技術教育との調整をめぐって諸種の問題が派生するのほ必
定である。
その第一の問題は，経営実態の調査員の人選問題である。すなわち『専門
的技術教育を採用するには，まず経営慣行 (managementpractice) と経営態
度 (managementbehaviour) との実態調査が必要である。その際，経営学部
に調査方針が確立していないと，伝統的教師調査員 (traditionalteacher rese-
archers)でない経営の実際経験を主要資格とする者を任用するほかはない。
ところがこの種の実際家は自己の経験した職業に依存する限定された経験は
もつが，その経験を位置づける概念的構造 (conceptualscheme)が不適当で
あったり，調査方法の訓練が不足な場合が多く，結果的には教育の質を貧弱
にし当該大学の学問社会における権威の低下に悩むことになる』 と Mosson
教授は説明する。
実態調査に関連して派生する第二の問題は，現行する経営慣行に対する大
学の批判能力についてである。
『社会に対する批判は，経済学や社会学の領域に属するが，欧州の産業界は
社会学に弱く，同様に欧州の経営教育も，少数の例外を除いて社会学に比較
(17) 
的弱い。』 そこで経営実態の調査において，社会学に依存する部面が多くな
るほど，大学の経営慣行に対する批判的機能が問題になってくるという。
最近，わが国の大学でも実態調査や，それに伴う研究が旺盛になってきた。とくに
(16) 前掲「教育社会学辞典」 pp.679--80. 
(17) 前掲 Mosson著 p.4. 
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マーケティングの分野では，この方面の成果が顕著となり，学会で発表されることも
少なくない。まことに歓迎されてよい傾向であるが，それと同時に，それに対する批
判も，より一層活澄化することが望ましいことはいうまでもない。
経営教育の展望 (outlook) 経営教育は，経営技術や経営批判に関係する
だけでなく，「遥切な展望」にも関係すると Mosson教授はいう。その「展
望」の意味については，別段の規定をしていないので分明を欠くが，それが
経営教育の目的観に関連して構想されていることと，後述の所論の内容とに
よって，経営教育の志向する未来の方向指示的なものであることは推測に難
くない。
それを教育的表現で換言すれば，「進歩への理念」「未来的課題を追う意識」
であって，その意味の展望では，技術偏重の教育から，一般（教掟）教育へ
の復帰を，あるいは技術教育を排除して教養教育をもって本格とせよ，と主
張するが如き，また方法論として部分的（分化的）専門教育の中に全体への
視野拡大を力説するなど多彩な教育論が展開されるのである。
いうまでもなく，商業教育は「複雑な経済界に処して実際に役立つ専門教
育と，成長し発展した社会的責任を自覚し，これを遂行しうる人物を形成す
る一般教育との双方を結合する教育」でなければならない。それは生活能力
（経済社会における適応性と伸長性をもつ能力）を育成する教育であると同
時に，人間形成の基本となる教養的教育を兼ね具えた教育を意味する。この
人間性の回復こそ近代教育がめざしてきた根本的課題なのであって，経営教
育がそれを取り上げたのに不思議はない。要するに大学教育において，能動
的主体性と客観的現実性を充たさんとするのは教育の根本理念であって，こ
の理念から諸種の展望が発想されるのである。ただ欧州の経営教育の展望に
おいては，より具体的に指摘され，人間像まで想到されている点が特徽的と
いえばいえるであろう。
経営教育における「適切な展望」の教育は国によって，その形態を異にす
ると， Mosson教授は次のように述べている。
西・伊国では『経営教育は，経営社会の変革をもたらすことを，その使命
とする。』 その人間像に『新しい人間の型』を措定し，その育成には，新し
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い精神構造「思想・情緒・態度）の形式を必要とする。そして 4年制大学で
ほ，その十全が期せられないので，結果的には経営教育の依存度を大学院課
(18) 
程に集中する傾向を生じたのである。
上の結論に到達するプロセスについて， Mosson教授は次のように説明する。
『面接や通信によって，経営者側が大学教育に要求するものを，分析的に研究した結
果，大学院課程の経営教育が極めて必要であるということの確信をえた。また面接し
た総べての経営者が，経営計画を展開するに一般（教養）教育の重要性を主張した。
とくに大会社の経営首脳者は，人間関係の問題の重要性を強調した。」 と。また面接
した経営者の中でほ，専門的経営者の育成を要求する声も多数あったが，結局は『大
学教育は，経営慣行に関する情報を伝え，かつ調査研究を実施することの可能な基礎
的訓練を行なうところである o』 とMossom教授は結んでいる。
経営教育の展望について，白•仏·英国においては，社会の改善進歩を志
向する点では西・伊国と同様であるが，それは，あくまでも技術的性質のも
のであって，経営意識にまで及ぶものは少なかった。たま、たま経営意識に触
れるにしても，それは『経営意識の変革を継続的に志向するのは，進歩的見
解をもつ経営のみであって，進歩的技法の採用を可能にするのは，そうした
進歩的経営のみである。』 という観念を基底にもつからであると，同教授は
説明している。そのような技術重視の傾向から，終戦初期に米国の経営技法
の導入に最も強い関心を示したのも，これらの諸国であって，その点では，
西・伊国とは対照的なものといえるであろう。
国際的経営への展望 欧州の経営教育において「展望の教育」の現代的特
徴は，国際的経営学への志向であって‘『欧州の共同市場 (CommonMarket) 
圏内の各国では，国際的経営教育を専攻する特殊化した学校はいうまでもな
く，その他の教育機関でも国際的あるいは欧州的経営展望 (Internaiio~al or 
European Managerial outlook)について教育する大学がふえてきた。
もともと大学で研究される真理ほ，それ自体が本質的に普遍性をもち，国
境を超える性質のものであって，大学が国際的な真理探究の府であることは
大学史が実証している。また経営学の産業依存性からも，その国際性を指摘
(18) 前掲 Mosson著 p.4. 
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することができる。すなわち経営学は，その時代の産業の性質によって同化
されるものであるから，現代の産業が国際的なものである限り，経営学もま
た国際的なものにならざるをえない。ただ問題は，経営学がどの程度に国際
的になったかということである。この問題は興味のある，また重要な問題で
ある。 『それは経営教育が，どの程度に米国から輸入したものか，どの程度
に国家的問題から生まれたものかを示すバロメーターとなる。』 と Mosson
教授はいう。
今日，経営教育が国際的勢力として成長しつつあるのは事実としても，国
際的経営学の研究内容や教授形態は，必ずしも一律一様ではなく，各国それ
ぞれの経済的・社会的事情（とくに文化の特質・教育の制度や政策等）およ
び教育事情（教師ならびに学習者の質等）によって多様化するのである。
経営教育と国家への奉仕 経営教育の目的観は，国家への奉仕という観点
からも構成される。 『国家経済が複雑化するに伴い，経済活動に対する政府
の責任は加重する。そこで経営学部は行政官のために情報と教育を提供する
ことができる。この分野においては政府の活動は，商業に関する知識の欠乏
に悩んでおり，とくにそれが経済の特殊部門におい・て統制または指導せんと
する場合に甚大な支障をきたすのである。例えば英国の財務部 (BritishTre-
asury)は，個人企業が不動産に投資の意志決定をする場合とか，在庫標準
(stock-levels)について意思決定をなす場合に，その方法の指導ができない。
しかしこれらの方法は，経営活動に働きかけるためには知らねばならない問
題なのである。従って商業教育は，実業家のみならず官吏および一般教養人
をも包含するような研究領域の拡大を図る必要がある。そのためには，大学
ほ商業知識の統一的体系を構成することが重要であり，また従来のマクロ的
経済学への努力を， ミクロ的経済学へ傾注しなければならない。』と Mosson
教授はいう。
英国にある AdministrativeStaff College（行政官専科大学）や白・伊国にある特種
の教育機関は，実業人と一緒に官公吏を教育しているが，これは真に有意義であるか
ら，この傾向が一層普及することが望ましい。産業界では教育のある者は，教養の一
(19) 
部としてでも，商業経営の知識をもつべきであると主張できるのである。
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経営教育と就職問題 経営教育の目的を論ずる場合に，就職問題との関連
性を看過することはできない。 Mosson教授は『フランス革命以来，タレン
トに対して開放された職業の観念は次第に欧州全般に普及してきた。その風
潮に経営教育がいかように貢献したかは菫要な問題であるが，経営教育に開
放されている職業についての結論は，詳細に事態を検討した後でなければ出
せない。』 その理由は，『米国の一般的就職事情とは異なって，欧州における
経営学の履修者には，産業の代表者（所有者）のタイプが多かったからであ
る。とくに仏・伊国では，それはある程度産業の所有型の反映に過ぎなかっ
た。』 もちろん，その他に諸種の要因も作用してはいるが，しかし事態の変
化は明らかに進行しつつあって，資本の所有が経営者にとって極めて必要で
あった時代が変わり，経営技術の能力に依存度が強くなる傾向が出てきた。
しかも高度の専門技術が要請されてきたのである。
例えば英国では，従来は下級従業員から経営者に昇進することが広く行なわれてい
たが， 1944年の教育条例 (EducationAct)は多くの有為な青年を大学に進学させた。
その結果，店員から経営者への昇進はますます困難になるに相違ない。また仏・白国
においては，従業員から経営者への昇進は稀有であって，大多数の経営者は大学卒業
(20) 
者である。ここで筆者は，それらの事態を統計数字で証明する用意もあるが，省略す
る。
要するに『経営学部の成長は，増大する経営の識業化に相応するものであ
り，また，それに貢献するものでなければならない。』 のであって，その目
標ないし役割の完遂を実現するために，経営教育の目標自体の検討と，授業
の内容や方法の研究が必要になってくるのは当然である。
m 経営教育の方法と権威主義
概括的にいって，欧州における経営教育の方法は，各国それぞれの必要性
や可能性によって特殊な形態に形成されてきたので，一律的に規定はできな
い。しかし一般的傾向は，自然科学の発達によって産業自体の技術面が変化
(19) 前掲書 p. 7. 
(20) 前掲書 p. 6. 
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してきたので，それに相応すべく教育内容の更新，教授方法の改善が追求さ
れてきたと言いうるであろう。
大体欧州は権威主義教育の本家 (thehome of aurhoritarian teaching)と考
えられ，その教授過程は文化財の伝達過程を偏執するが如く見なされてきた。
しかし既述のように Mosson教授は，『経済進展の激しい今日，もし従来の
ように文化財維持に終始していてほ，教育本来の使命を達成するに不足であ
る。』 と述べ，（1）文化財の伝達と(2)その情報の分析，総合の手法を精密化し
て，継続的創造的批判能力を強化することの重要性を主張した。
この種の教授段階説ほ，古くはヘルバルト (J.F. Herbert 1776~ 1841)チ
ラー (T.Ziller 1817 ~ 1882)およびライン (W.Rein 1847 ~ 1927)等，によ
って，また近年になって有名な会計学者リトルトンやマーケティングの碩学
ハワード教授等によって提唱されてきたものである。その意味・内容には，
それぞれ若干の相違はあっても，またその取り扱い（教授技術）の差異によ
って多少の変容を生ずるとしても，その意図が，文化価値の発展過程と学習
者の認識過程とを如何にして統合的創造過程に形成するかという点では軌を
ーにするものといわねばならない。
ところで当世に相応する教授方法の改善は，いかなる教育技法によって可
能であるか，またその技法の採用に問題はないか，次にそのことに触れてみ
よう。
欧州の経営教育において，その教授過程に対し最大の刺戟を与えたのほ，
米国から移入した新しいアイディアや技法であった。すなわちケース・メソ
(21) 
ッド，ビジネス・ゲームおよび小集団に使用する教授方法であった。
しかし，これらの教授技法を大量に使用するのほ，大学ではなく，むしろ
特殊な経営教育機関であって，大学一般は，ケース・メソッドや諸他の異質
な教授法に対して疑問視する傾向が強く，従って旧態依然として教科書中心
主義の講義法やゼミナール方式が慣用されたのである。
そのような状況の下にあって『商科大学も，理論の構造と実践的技法の双
方を発達させる必要性を痛感しながらも，変種の教授形態の採用は，信頼を
(21) 前掲書 p.8 例えばプロジェクト・メソッドなどもその一方法である。
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危くするという懸念をもち，理論的知識体系とケース・メソッドを統合する
という問題にも，人間関係に関する限り，未だ解決されていない実情である。
そのような状況において，各学校で採用している教授方法は，授業担当の教
師の背景ならびに，履修学生の知的レベルに，相当密接な関係がある。』 と
(22) 
Mosson教授はいう。
もし若千の顕著な例外を別として，教授形態の一般的傾向をいえば，講義
法のような権威的教授形態は，主として大学院課程で採用し，学部課程では
諸教授技法の組み合わせ方式やトップマネージメントのケースによる討議法
を採用する方向に進みつつあるという。
しかし，ここにも問題はあって，（1）この種の進行は不可避的なものか，（2)
根本的に正しいのか，（3）教科の威信を損うことはないか，（4）教師は教授能力
について自信喪失にならないか等の諸問題が論議されるのである。
これを要するに，欧州における経営学教授ほ，その教授方法を当代の経済
成長に相応すべく改善すべきであるということは，一般に認めているが，今‘
なお伝統的権威主義教育観が根強いので，大学教育の権威を保ちながら，な
おかつざん新にして有効適切な教授法を案出せんと模索しているのが現状の
ようである。
いうまでもなく，教授過程は本質的にも慣用的にも一律一様ではない。各
国の経済的社会的条件および教育事情によって変容するのは必然である。小
論では，その一般論的叙述におわったが，他日，機をえたら，各国の実情を
詳細に研究し発表したいと考えている。
むすぴ
筆者は，これまで幾度も大学教育とくに商科系統の大学の教授過程につい
て，所見を述べてきたが，その多くは米国の経験主義の立場から，学習者の
認識形成の過程を重視してきた。もちろん学習者の生得的な成長性と，それ
とは論理的系統を異にする文化価値体系との統合的創造過程の生産は，教育
(22) 前掲書 p.8 ここで「教師の背景」とは，教師自身の学識・教職的教養はもち
ろん，その他に教育の事情や環境を意味する。
欧州における経営教育と権威主義（冨山） (355) 17 
の本務であるから，その限りでは異論のありようはないが，問題は，その理
想を実現する教育実践上の具体的方法に，かかってくるのである。
おもうに，教師の研究が専門分野で深化するほど，その研究成果は学習者
の知的水準と隔絶していく。そこで，その間の隔差を縮少して交流を可能に
する途を講じないと，学生側には，学習の強化ないし，学習年限の延長が要
求され，最悪な場合には学生に疎外感をいだかせる憂いさえある。
他方，教師側は，教育と研究の二重の責務を負担して，その間の解決を求
めて．その苦闘は将来ますます増大するであろう。
その間の消息を Z.S. Zanneto （マサチューセット工科大学経営学教授）
は，次のように述べている。
『その間のギャップを埋めるためには， 前提条件的コース (prerequisitecourses)の
授業を負担させられる。ーその知識たるや，およそ研究意欲をそそる種類のものでは
ない。一そうなると人間の能力に限界がある限り，なんらかの仕方で妥協せざるをえ
ない。しかし，そのような妥協も次第に困難になってくると，研究興味の薄れた教材
で済ます教師となるか，それとも，全部でなくても大部分の時間を研究に捧げて，授
業の準備をしないか，そのいずれかを択ばねばならなくなるだろう。 「教育は研究の
ために支払わねばならぬ罰金であって，学生は必要悪 (necessaryevil)」と考えてい
る教授達のことを聞かれたことがあると思うが，今日，山積した新知識を前にして，
教育と研究の二つの責務は危機 (critical)にひんしてきた。教育専門家と専門的（学
問）研究者との間のギャップに橋をかける．なんらかのメカニズムがなければ，われ
われほ学生を欺いて最良の授業を施行しなくなるだろう。」 •(Zenon S. Zannetos, Pro-
grammed Instruction and Computer Technology, the Accounting Review, July 
1967, pp. 566~68) 
上述の教育事情は，米国のそれの一端を示したものに過ぎぬであろうが，
同様の事情はあながち米国に限られることではない。そして経験主義に専念
するほどこの種の困難性は避けられぬだろう。
そこで筆者は，教科中心主義の本家といわれる欧州における経営教育の実
情を知りたくなった次第である。好都合にも Mosson教授の実地調査による
情報を得たので，それを資料として，概括的にまとめ，若干の論評を加えた
わけである。その中で経営教育の欧州における発展過程と教育目的について
18 (3S6) 欧州における経営教育と権威主義（冨山）
はやや詳述したが，教育の方法論については充分の検討をなす余裕がなかっ
た。他日機会をえたら，その問題および欧州各国の経営教育の個別的実情に
も触れてみたいと考えている。
